
中山間地域における情報通信
総務省の地域情報化支援施策について

令和４年１月２５日
総務省四国総合通信局
情報通信振興課



デジタル田園都市国家構想の実現に向けた総務省の具体的施策



ICTインフラ地域展開マスタープラン3.0の着実な実行

 総務省は「①条件不利地域のエリア整備（基地局整備）」、 「②５Ｇなど高度化サービスの普及展開」、「③鉄道／道路トン
ネルの電波遮へい対策」、「④光ファイバ整備」を、一体的かつ効果的に実施するため、「ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラ
ン」を令和元年6月に策定。（令和2年7月に改定し、「同マスタープラン2.0」を策定。）

 「マスタープラン2.0」策定後の進捗や新たな取組等を反映するとともに、先日、複数の携帯電話事業者から、今後10年間で
５Ｇ基地局整備などに、それぞれ２兆円程度の設備投資を行う計画が示されたことを踏まえ、５Ｇ基地局の整備目標を現状
に即したものに見直す必要があることなどから、マスタープランの改定を行い、「マスタープラン3.0」を策定する。

 「マスタープラン3.0」を着実に実行することにより、５Ｇや光ファイバの全国展開を大幅に前倒しする。



四国管内の光ファイバ整備状況等

○ 全国の光ファイバの整備率（世帯カバー率）は、令和２年３月末で99.1％（未整備53万世帯）まで整備されているが、

都道府県別に見ると、離島や山間地等を多く有する自治体において一部整備が遅れており、整備率の格差が生じている。

○ 四国各県の光ファイバ整備率は右表のとおり。

○ 市町村別に見ると、四国管内で光ファイバ未整備地域が残る自治体は36市町村（山間地や離島といった不採算地域等）。

このうち、17市町が、高度無線環境整備推進事業（R2当初・補正）を活用して整備を進めている（R3に繰越）。

徳島県 香川県 愛媛県 高知県 全国

R2.３ 99.7% 99.7% 98.2% 96.5% 99.1%

H31.3 99.6% 99.7% 97.9% 96.1% 98.8%
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全国の光ファイバ整備率

令和2年3月末

※ 住民基本台帳等に基づき、事業者情報等
から一定の仮定の下に推計したエリア内の
利用可能世帯数を総世帯数で除したもの
（小数点第二位以下を四捨五入）。

99.1%

都道府県別の光ファイバ等整備率

（未整備53万世帯）



高度無線環境整備推進事業

当初予算額スマートホーム

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス
（クロージャ等）

地域の拠点的地点

イメージ図

高速・大容量無線通信の前提となる伝送路

 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、条件不利地域において、地方公共団体、電気通信事業者等によ
る、高速・大容量無線通信の前提となる伝送路設備等の整備を支援。具体的には、無線局エントランスまでの
光ファイバを整備する場合に、その整備費の一部を補助する。

 また、地方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管理に要する経費に関して、その一部を補助す
る。

通信ビル

※新規整備に加え、令和２年度からは、電気通信事業者が公設設備の譲渡を受け、(5G対応等の)高度化を伴う更新を行う場合も補助。（公設のままの高度化や高度化しない更新は対象外）

（事業主体） 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

（事業スキーム） 補助事業

（補助対象） 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等

（補助率）

（計画年度） 令和元年度～ 令和４年度予定額 3,683 百万円（令和３年度予算額 3,682百万円）

（自治体が整備する場合）

国
２／３

自治体
１／３

国（※）

１／２
自治体（※）

１／２

【離島】

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者が整備する場合）

国
１／２

３セク・民間
１／２

国
１／３

【離島】

【その他の条件不利地域】

３セク・民間
２／３

（※）財政力指数０．５以上の
自治体は国庫補助率１／３

※離島地域の光ファイバ等の維持管理補助は、収支赤字の1/2



（参考）高度無線環境整備推進事業の補助対象範囲と地方財政措置



携帯電話等エリア整備事業

 電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保するために、地理的に条件不利な地域
（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団体が携帯電話等の基地局施設、伝送路施設を整
備する場合や、無線通信事業者及びインフラシェアリング事業者が高度化施設や基地局の開設に必要な
伝送路施設を整備する場合に、国がそれらの整備費用の一部を補助する。

令和４年度予定額 1,500百万円
(令和３年度予算額 1,514百万円)

（事業主体） 地方公共団体 ← 基地局施設、伝送路施設（設置）
無線通信事業者及びインフラシェアリング事業者 ← 伝送路施設（運用）、高度化施設

（事業スキーム） 補助事業
（補助対象） 基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）、高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）の設置費用
（補助率） 4/5、2/3、1/2、1/3
（計画年度） 平成17年度～

５Ｇ等対応設備の設置による
施設・エリアの高度化

（３G対応専用設備の４G対応
設備への高度化も含む）

イメージ図（③）

５G等対応アンテナを設置

③高度化施設整備事業

５G等対応送受信機を設置

イメージ図（①②④） ②伝送路施設運用事業
（高度化施設にかかる伝送路整備を行う場合も含む）

携帯電話交換局等

④伝送路施設設置事業（海底光ファイバ）

①基地局施設整備事業

インフラシェアリング事業者が
新規に５Ｇ基地局を設置する

場合も対象



課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証

 地域の企業等をはじめとする多様な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステムを柔軟に構築でき
る「ローカル５Ｇ」について、様々な課題解決や新たな価値の創造等の実現に向け、現実の利活用場面を
想定した開発実証を行うとともに、ローカル５Ｇの柔軟な運用を可能とする制度整備や、低廉かつ容易に
利用できる仕組みを構築。

令和４年度予定額 4,000百万円（電波利用料財源）
(令和３年度予算額 996百万円（一般財源）

5,000百万円（電波利用料財源））

（事業主体） 民間企業（通信事業者、ベンダ）、地方自治体、大学等
（事業スキーム） 実証事業（請負）
（計画年度） 令和２年度～令和４年度

建物内や敷地内で自営の５Gネットワークとして活用ゼネコンが建設現場で導入

建機遠隔制御

事業主が工場へ導入

スマートファクトリ

農家が農業を高度化する

自動農場管理

自治体等が導入

河川等の監視

センサー、4K/8K

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用


